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（単位　千円）

科          目 金　　額 科          目 金　　額

　（資   産   の   部） 　（負   債   の   部）

流   動   資   産 31,298,920 流   動   負   債 12,970,591

現 金 及 び 預 金 7,041,289 買 掛 金 9,320,044

売 掛 金 18,074,930 未 払 金 948,454

契 約 資 産 130,891 未 払 法 人 税 等 705,843

商 品 及 び 製 品 49,098 未 払 事 業 所 税 21,439

原 盤 等 利 用 権 2,428,516 未 払 消 費 税 等 123,810

原 材 料 45,213 未 払 費 用 185,490

制 作 勘 定 2,000,455 前 受 金 615,788

前 払 金 1,218,368 預 り 金 84,721

前 払 費 用 162,391 預 り 保 証 金 1,944

未 収 入 金 89,674 賞 与 引 当 金 962,889

立 替 金 23,709 そ の 他 164

そ の 他 36,180 固   定   負   債 3,911,853

貸 倒 引 当 金 △ 1,800 退 職 給 付 引 当 金 3,527,347

固   定   資   産 6,516,126 資 産 除 去 債 務 323,232

有 形 固 定 資 産 567,303 そ の 他 61,272

建 物 363,280 16,882,444

工 具 器 具 備 品 201,849 　（純　資　産　の　部）

そ の 他 2,173 株　　主　　資　　本 20,927,555

無 形 固 定 資 産 1,074,646 資     本     金 1,608,500

ソ フ ト ウ ェ ア 1,052,793 利　益　剰　余　金 19,319,055

そ の 他 21,852 402,125

投資その他の資産 4,874,177 18,916,930

投 資 有 価 証 券 1,161,654 事 業 維 持 積 立 金 13,880,000

関 係 会 社 株 式 365,281 映像制作ＤＸ積立金 500,000

施 設 借 用 保 証 金 628,380 ユニバーサルサービス高度化積立金 500,000

繰 延 税 金 資 産 1,999,611 新ＥＣサイト構築積立金 600,000

保 険 積 立 金 713,313 自社ＩＰ開発・展開推進積立金 200,000

そ の 他 5,935 繰 越 利 益 剰 余 金 3,236,930

評 価・換 算 差 額 等 5,047

5,036

11

20,932,603

37,815,047 37,815,047

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示している。

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

貸   借   対   照   表

     （2026年３月31日現在）     

負 債 合 計

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余金

その他有価証券評価差額金
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損　益　計　算　書

自 2025年４月１日

至 2026年３月31日

（単位　千円）

63,413,133

53,066,851

10,346,281

5,849,594

4,496,687

31,368

10,229

70,205

58,938 170,742

17,330

9,457 26,788

4,640,641

4,640,641

1,284,289

119,425 1,403,714

3,236,926

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示している。

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人税 、 住 民 税 及 び事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

雑 収 入

営 業 外 費 用

為 替 差 損

雑 損 失

経 常 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

有 価 証 券 利 息

受 取 配 当 金

科　　　　　　目 金　　　　額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
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（単位 千円）

1,608,500 402,125 14,600,000 500,000 500,000 600,000 － 2,597,219 19,199,344 20,807,844

積立金の積立、取崩 △720,000 200,000 520,000 －

剰余金の配当 △3,117,216 △3,117,216 △3,117,216

当期純利益 3,236,926 3,236,926 3,236,926

－ － △720,000 － － － 200,000 639,710 119,710 119,710

1,608,500 402,125 13,880,000 500,000 500,000 600,000 200,000 3,236,930 19,319,055 20,927,555

1,776 △17 1,758 20,809,602

積立金の積立、取崩

剰余金の配当 △3,117,216

当期純利益 3,236,926

3,260 28 3,289 3,289

3,260 28 3,289 123,000

5,036 11 5,047 20,932,603

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示している。

株主資本等変動計算書

自 2025年４月１日

至 2026年３月31日

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

資 本 金

利　　益　　剰　　余　　金

株主資本
合　　計利益準備金

そ　の　他　利　益　剰　余　金

利益剰余金
合　　　計事業維持

積立金
映像制作ＤＸ

積立金

ユニバーサル
サービス高度

化積立金

新ＥＣサイト
構築積立金

繰越利益
剰余金

2025年４月１日残高

2025年４月１日残高

当事業年度中の変動額

株主資本以外の項目の
当事業年度中の変動
（純額）

当事業年度中の変動額
合計

2026年３月31日残高

当事業年度中の変動額

株主資本以外の項目の
当事業年度中の変動
（純額）

当事業年度中の変動額
合計

2026年３月31日残高

自社ＩＰ開
発・展開推
進積立金

評価・換算差額等

純 資 産
合　  計

その他有価
証券評価差

額金

繰延ヘッジ
損      益

評価・換算
差額等合計
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個 別 注 記 表 

記載金額は千円未満を切り捨てて表示している。 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

①  有価証券の評価基準及び評価方法  

満期保有目的の債券･････････ 償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

･･･････ 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産 

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等･･･････  移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式･････ 移動平均法による原価法 

 

②  デリバティブの評価基準及び評価方法  

   デ リ バ テ ィ ブ ･････ 時価法  

 

③  たな卸資産の評価基準及び評価方法  

   商 品 及 び 製 品 、 原 材 料 ･････ 総平均法による原価法（貸借対照表価額は、

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）  

   制 作 勘 定 ･････ 個別法による原価法（貸借対照表価額は、

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）  

   原 盤 等 利 用 権 ･････ 見積回収期間にわたり、会社所定の償却率

により償却している。（貸借対照表価額は、収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）  
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（２）固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産･･･････ 定率法 

（リース資産を除く）      ただし、１９９８年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）並びに２０１

６年４月１日以降取得した建物附属設備及び

構築物については定額法による。 

無 形 固 定 資 産･･･････ 定額法 

（リース資産を除く）     なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づい

ている。 

リ ー ス 資 産 ･････ 定額法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法による。 

 

（３）引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 ･･･････ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸

念債権等特定の債権については、個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

賞 与 引 当 金 ･･･････ 従業員に対する賞与の支給に充てるため、当事業

年度に対応する支給見込額を計上している。 

退職給付引当金  ･････ 従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上している。 

 過去勤務費用は、その発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（3 年）による定

額法により費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（3

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生
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の翌事業年度から費用処理している。 

 なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見

込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっている。 

 

（４）収益及び費用の計上基準 

当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月

31 日）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第 30 号 2021 年３月 26 日）を適用しており、顧客との契約について、下記の

５ステップアプローチに基づき、収益を認識している。 

ステップ１：顧客との契約を識別する。 

ステップ２：契約における履行義務を識別する。 

ステップ３：取引価格を算定する。 

ステップ４：取引価格を契約における各履行義務に配分する。 

ステップ５：履行義務を充足した時点で（または充足するに応じて）収益を

認識する。 

 

当社における主たる履行義務は、以下の通り。 

① 番組制作 

当社は、ドキュメンタリー、エンターテイメント、アニメーション等放

送番組の制作や語版制作等のサービスを提供している。 

番組制作に関しては、主に制作物の納品または役務の提供により当社履

行義務が充足されることから、当該履行義務を充足した時点で収益を認識

している。 

 

② 映像ソフト販売 

当社は、連続テレビ小説や大河ドラマ等を商品化し、映像ソフトとして

販売を行っている。 

映像ソフトの販売については、契約内容に応じ、約束した商品を顧客に

移転することによって履行義務を充足した時に認識している。なお、国内
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における映像ソフト販売については、出荷時から商品の支配が顧客に移転

される時までの期間は通常の期間に収まることから、出荷時点で収益を認

識している。 

③ 権利ビジネス 

当社は、番組やキャラクターに関する版権管理、許諾を行っている。 

ライセンスの提供は、（a）顧客が権利を有している知的財産に著しく影

響を与える活動を企業が行うことが、契約により定められている又は顧客

により合理的に期待されていること、（ｂ）知的財産に著しく影響を与え

る活動が、顧客に直接的に影響を与える、（ｃ）これらの活動により、顧

客に財又はサービスが移転しないという要件をすべて満たす場合には、ラ

イセンスをアクセス権として一定期間にわたり売上収益を認識し、いずれ

かを満たさない場合には、ライセンスを使用する権利（使用権）として一

時点で売上収益を認識している。 

当社における主なライセンスである番組やキャラクターに関する権利に

ついては、通常、顧客に供与した後に当社が知的財産の形態又は機能性を

変化させる活動、又はライセンス期間にわたって知的財産の価値を維持す

るための活動を実施する義務を負わず、上記のいずれの要件も満たさない

ため、使用権として一時点で売上収益を認識している。 

収益のうち、対価を固定対価で受領しているものについては、ライセン

ス許諾開始日に収益を認識している。対価が、売上高又は使用量に基づき

算定されるものについては、原則として、顧客が売上高を計上する時又は

ライセンスを使用する時点、 又は履行義務が充足される時点のいずれか

遅い時点で収益を認識している。 

権利ビジネスに関する取引は、財又はサービスの提供に当社と顧客以外

の当事者が関与している場合がある。当該取引に関しては、当社が当事者

として取引を行っているか、代理人として取引を行っているかの判定を行

い、本人としての性質が強いと判断している。そのため、顧客から受け取

る対価の総額で収益を表示している。 

④ イベント企画・運営 

当社は、イベントやシンポジウム・フォーラムなどの企画・運営を行っ
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ている。 

イベント等の企画・運営業務に関しては、役務の提供により当社履行義

務が充足されることから、当該履行義務を充足した時点で収益を認識して

いる。 

 

（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① ヘッジ会計の方法 

a. ヘッジ会計の方法 ･･････････ 繰延ヘッジ処理による。なお、振当処理

の要件を満たしている為替予約取引については

振当処理を採用している。 

b. ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ ヘッジ手段 ･････････････ 為替予約取引 

・ ヘッジ対象 ･････････････ 相場変動等による損失の可能性がある輸入

取引 

c. ヘッジ方針 ････････････････ 当社の行うデリバティブ取引は、原則実

需の範囲内で支払円貨額を確定することを目的

としている。 

d. ヘッジの有効性評価の方法 ･･ ヘッジ手段の内容とヘッジ対象の重要な

内容が同一であることから、ヘッジ対象の相場

変動または、キャッシュ・フロー変動をヘッジ

手段が完全に相殺するものと考えられるため、

有効性の判定を省略している。 

 

②  消費税等の会計処理  

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除

対象外消費税等は当事業年度の期間費用としている。 

 

２．収益認識に関する注記 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記  (4)収益及び費用の計上基

準」に同様の内容を記載しているため、注記を省略している。  
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３．会計上の見積りに関する注記 

（１） たな卸資産の評価 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額 

商品及び製品 49,098 千円 

原盤等利用権  2,428,516 千円 

原材料 45,213 千円 

制作勘定 2,000,455 千円 

② 計算書類利用者の理解に資するその他の情報  

原盤等利用権については、見積回収期間における見込売上高に基づ

く償却率により償却している。事業環境の変化等により、売上高が当

初売上計画を下回る場合には損失が発生する可能性があるとともに、

見積回収期間の見直しの結果、償却期間を短縮させる場合には、事業

年度あたりの償却負担が増加する可能性がある。  

その他のたな卸資産については、取得原価で測定しているが、事業

年度末における正味実現可能価額が取得原価より下落している場合に

は、当該正味実現可能価額で測定し、取得原価との差額を原則として

売上原価に認識している。また、営業循環過程から外れて滞留するた

な卸資産については、将来の需要や市場動向を反映して正味実現可能

価額等を算定している。市場環境が予測より悪化して正味実現可能価

額が著しく下落した場合には、損失が発生する可能性がある。  

たな卸資産の詳細については、「１．重要な会計方針に係る事項に

関する注記 （１）資産の評価基準及び評価方法 ③たな卸資産の評

価基準及び評価方法」を参照。 

 

（２） 関係会社株式の評価 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額 

関係会社株式 365,281 千円 

② 計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

当社が保有する関係会社株式の評価基準は原価法を採用している

が、時価のない株式について関係会社の財政状態の悪化により実質
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価額が著しく下落した場合には、回復可能性を検討の上、帳簿価額

の減額処理を行う。なお、関係会社の業績が悪化した場合、翌事業

年度以降の計算書類において関係会社株式に係る評価損が発生する

可能性がある。 

関係会社株式の詳細については、「１．重要な会計方針に係る事

項に関する注記 （１）資産の評価基準及び評価方法 ①有価証券

の評価基準及び評価方法 子会社株式及び関連会社株式」を参照。 

 

４．貸借対照表に関する注記  

（１）有形固定資産の減価償却累計額（減損損失累計額を含む）･･･3,657,033 千円 

 

（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

① 短 期 金 銭 債 権 ･････････････ 13,658,464 千円 

② 短 期 金 銭 債 務 ･････････････  2,279,773 千円 

 

５．損益計算書に関する注記  

関係会社との取引高 

①  営業取引による取引高  

・売    上    高 ･････････････  45,861,726 千円 

・仕    入    高 ･････････････   3,257,485 千円 

・販売費及び一般管理費 ･････････････     180,947 千円 

②  営業取引以外の取引による取引高  

・営  業  外  収  益 ･････････････       23,565 千円 

・そ の 他 ･････････････      105,448 千円 

 

６．株主資本等変動計算書に関する注記  

（１）当該事業年度の末日における発行済株式の数 

株式の種類 
当事業年度期首 

株  式  数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株  式  数 

普通株式 6,080 株 － － 6,080 株 
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（２）当該事業年度中に行った剰余金の配当 

２０２５年６月２６日開催第３６回定時株主総会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額 3,117,216 千円 

・配当の原資 利益剰余金 

・１株当たり配当金額 512,700 円 

・基準日 ２０２５年３月３１日 

・効力発生日 ２０２５年６月２７日 

 

 （３）当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当 

２０２６年６月２３日開催第３７回定時株主総会に、次のとおり付議する予定 

である。 

・配当金の総額 2,936,926 千円 

・配当の原資 利益剰余金 

・１株当たり配当金額 483,047 円 17 銭 

・基準日 ２０２６年３月３１日 

・効力発生日 ２０２６年６月２４日 

 

７．税効果会計に関する注記  

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  

繰延税金資産  

賞与引当金              303,502 千円 

退職給付引当金           1,111,819 千円 

たな卸資産評価損            80,889 千円 

貸倒引当金               567 千円 

出資評価損               70,222 千円 

その他投資評価損            52,164 千円 

資産除去債務             142,125 千円 

減損損失               272,865 千円 

その他                134,298 千円 

繰延税金資産小計           2,168,456 千円 
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評価性引当額            △166,521 千円 

繰延税金資産合計          2,001,934 千円 

 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金       △2,318 千円 

繰延ヘッジ損益              △5 千円 

繰延税金負債合計            △2,323 千円 

繰延税金資産の純額          1,999,611 千円 

 

（２）法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会

計処理 

 当社は、グループ通算制度を適用している。また、「グループ通算

制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応

報告第 42 号 2021 年 8 月 12 日）に従って、法人税及び地方法人税

の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を

行っている。 

 

８．金融商品に関する注記 

  （１）金融商品の状況に関する事項 

     ① 金融商品に対する取組方針 

       当社は、原則として安全性の高い運用を基本とする資金運用規

程に基づき、短期運用の預金と満期保有の公社債等を運用してい

る。また、輸入取引の相場変動リスクを回避するためにデリバテ

ィブを利用しており、投機的な取引は行わない方針である。 

     ② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

       営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクにさらされている。

当該リスクに関しては、当社の経理規程に従い、取引先ごとの期

日管理及び残高管理を行う体制としている。 

       有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券、非上

場株式である。 
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       営業債務である買掛金は、1 年以内の支払期日である。また、営

業債務である買掛金は、流動性リスクにさらされているが、当社

では月次で資金計画を作成するなどの方法により管理している。  

       輸入取引におけるデリバティブの執行・管理については、実需

に基づいた取引に限って行っている。  

     ③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明  

      「（２）金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ

取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ

取引に係る市場リスクを示すものではない。  

 

  （２）金融商品の時価等に関する事項 

    ２０２６年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれ

らの差額については次のとおりである。なお、市場価格のない株式

等は、次表には含めていない。 

（単位 千円） 

 貸借対照表 

計上額（※３） 
時価（※３） 差額 

現金及び預金 7,041,289  7,041,289  ― 

売掛金（※１） 18,073,130  18,073,130  ― 

有価証券 1,000,000  967,800  （33,200） 

資産計 26,114,419  26,082,219  （33,200） 

買掛金 （9,320,044） （9,320,044） ― 

負債計 （9,320,044） （9,320,044） ― 

デリバティブ取引（※２） 16  16  ― 

 （※１）売掛金に対応する貸倒引当金を控除している。  

 （※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示して  

おり、合計で正味の債務となる項目については、（ ）で示している。  

 （※３）負債に計上されているものについては、（  ）で示している。  

（注１）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項 

 資 産 

現金及び預金、並びに売掛金 

    これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと
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から、当該帳簿価額によっている。 

負 債 

 買掛金 

   短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっている。 

デリバティブ（ヘッジ会計が適用されているもの）  

   ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定め

られた元本相当額等は、次のとおりである。 

ヘッジ会計の 

方法 

デリバティブ 

取引の種類 

主な 

ヘッジ 

対象 

契約額等 
時価 

 1 年超 

原則的処理 
為替予約取引 

米ドル買建 
買掛金 123 千＄ － 

39 千円 

(※１) 

原則的処理 
為替予約取引 

ユーロ買建 
買掛金 10 千€ － 

（23 千円） 

(※１) 

為替予約の 

振当処理 

為替予約取引 

米ドル買建 
買掛金 151 千＄ － (※２) 

為替予約の 

振当処理 

為替予約取引 

ユーロ買建 
買掛金 66 千€ － (※２) 

 （※１）時価の算定方法  

取引先金融機関等から提示された価格等に基づいて算定している。 

 （※２）為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一

体として処理されているため、その時価は、当該買掛金の時価に含めて

記載している。 

 （※３）負債に計上されているものについては、（  ）で示している。  

（注２）市場価格のない株式等 

（単位 千円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 161,654 

関係会社株式 365,281 
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 ９．関連当事者との取引に関する注記 

（１）親会社及び法人主要株主等 

（単位 千円） 

属性  
会社等

の名称  

議決権等の所有  

（被所有）割合  

関連当事者

との関係  
取引の内容  

取引金額  

（注３）  
科目  

期末残高  

（注３）  

親会社の  

親会社  

日本放

送協会  

被所有  

間接 1 0 0％  

放送番組の

制作等  

放 送 番 組 の

制 作 受 託

（注１）  

4 5 , 8 4 5 , 2 7 8  売掛金  1 3 , 5 0 2 , 3 9 1  

放 送 番 組 の

二 次 使 用 料

等（注２）  

1 , 3 7 5 , 2 8 8  
買掛金  

・未払金  
1 , 4 7 0 , 7 3 5  

取引条件及び取引条件の決定方針等  

（注１）放送番組の制作受託料については、市場価格及び総原価を勘案して当社希望価格を提示し、

価格交渉の上で価格を決定している。  

（注２）放送番組の二次使用料等については、日本放送協会の料率設定に基づいている。  

（注３）取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含めている。  

 

（２）子会社及び関連会社等 

（単位 千円） 

属  性  会社等の名称  
議決権等の所有  

（被所有）割合  

関連当事者

との関係  
取引の内容  取引金額  科  目  期末残高  

関連会社  

N H K  

C o s m o m e d i a  

A m e r i c a , I n c  

所有  

直接 1 9 . 9％  

放送番組の

制作等  

放送番組の

制作等  

（注１）  

1 , 8 3 3 , 7 8 1  
買掛金  

・未払金  
6 5 1 , 6 7 9  

取引条件及び取引条件の決定方針等  

（注１）放送番組の制作料については、 N H K  C o s m o m e d i a  A m e r i c a , I n c．より提示された料金を基

に市場価格及び総原価を勘案して、価格を決定している。  

 

（３）兄弟会社等 

（単位 千円） 

属  性  会社等の名称  
議決権等の所有  

（被所有）割合  

関連当事者

との関係  

取引の内

容  

取引金額

（注５）  
科  目  

期末残高

（注５）  

親会社の

子会社  

株式会社  

ＮＨＫアート  
－  

放送番組の

美術制作等  

放 送 番 組

の 美 術 制

作委託等  

（注１）  

1 , 5 0 3 , 6 6 9  
買掛金  

・未払金  
1 1 6 , 6 8 2  

親会社の

子会社  

株式会社  

Ｎ Ｈ Ｋ エ デ ュ

ケーショナル  

－  
商品の購入

等  

商 品 の 購

入等  

（注２）  

5 9 2 , 3 5 2  
買掛金  

・未払金  
2 0 3 , 3 3 3  
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親会社の

親会社の

子会社  

株式会社  

Ｎ Ｈ Ｋ プ ロ モ

ーション  

 

－  
イベント業

務等  

イ ベ ン ト

業 務 委 託

等  

（注３）  

8 7 , 4 4 7  
買掛金  

・未払金  
4 5 8 , 1 3 5  

親会社の

親会社の

子会社  

株式会社  

Ｎ Ｈ Ｋ テ ク ノ

ロジーズ  

 

所有  

直接 1 . 7％  

放送番組の

制作技術業

務等  

放 送 番 組

の 制 作 技

術 業 務 委

託等  

（注４）  

2 , 9 8 4 , 9 2 0  
買掛金  

・未払金  
4 3 2 , 7 6 8  

親会社の

親会社の

子会社  

株式会社  

Ｎ Ｈ Ｋ ビ ジ ネ

スクリエイト  

所有  

直接 6 . 7％  

建物の賃借

等  

建 物 の 賃

借等  

（注５）  

6 2 8 , 8 5 7  

前払費用  4 5 , 3 2 5  

施設借用

保証金  
6 5 5 , 9 8 6  

取引条件及び取引条件の決定方針等  

（注１）放送番組の美術制作料については、株式会社ＮＨＫアートより提示された料金を基に市場価

格及び総原価を勘案して、価格を決定している。  

（注２）商品の購入については、株式会社ＮＨＫエデュケーショナルより提示された料金を基に市場

価格及び総原価を勘案して、商品ごとに価格を決定している。  

（注３）イベントの委託料については、株式会社ＮＨＫプロモーションより提示された料金を基に市

場価格及び総原価を勘案して、価格を決定している。  

（注４）放送番組の制作技術料については、株式会社ＮＨＫテクノロジーズより提示された料金を基

に市場価格及び総原価を勘案して、価格を決定している。  

（注５）建物の賃借料については、株式会社ＮＨＫビジネスクリエイトより提示された料金を基に市

中の不動産賃借価格を勘案の上、交渉により価格を決定している。  

（注６）取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含めている。  

 

１０．1 株当たり情報に関する注記 

    (１) 1 株当たり純資産額       3,442,862 円 36 銭 

    (２) 1 株当たり当期純利益       532,389 円 27 銭 



監 査 報 告 書 

 当監査役会は、２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日までの第３７

期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に

基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人か

らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。 

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役会規則及び監査役監査規程等の基

準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門、

リスク管理部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監

査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。 

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な

決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の

状況を調査いたしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確

保するために必要なものとして会社法施行規則第 100条第 1項及び

第 3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決

議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取

締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報

告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第 118条第 5号イの留意し

た事項及び同号ロの判断及び理由については、取締役会その他におけ

る審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第 131 条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管

理基準」（平成 17 年 10 月 28 日企業会計審議会）等に従って整備して

いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。



以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）

及びその附属明細書について検討いたしました。 

 

２．監査の結果 

（１）事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載及び取締

役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 

④ 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をす

るにあたり当社の利益を害さないように留意した事項及び当該取引

が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びそ

の理由について、指摘すべき事項は認められません。 

 

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

   会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。 

 

    ２０２６年５月２８日 

 

            株式会社 ＮＨＫエンタープライズ 監査役会 

 

常勤監査役     湯 川 英 俊 

常勤社外監査役     海 野 正 一 

常勤社外監査役     大 月 将 幸 
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独立監査人の監査報告書 

２０２６年５月２５日 

株式会社ＮＨＫエンタープライズ 

取締役会   御 中 

 

東 京 事 務 所 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 関 口  茂 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 廊 坊  忠 彦 

監査意見 
 当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＮＨＫエンタープ
ライズの２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日までの第３７期事業年度の計算書類、
すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属
明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。 
 当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての
重要な点において適正に表示しているものと認める。 

監査意見の根拠 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社
から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

その他の記載内容 
 その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載
内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の
報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 
 当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 
 計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。 
 当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。 
 その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。 

EY新日本有限責任監査法人



 

 計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。 
 監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。 

計算書類等の監査における監査人の責任 
 監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬に
より発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を
与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 
 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に
よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、監査に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する
重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、
計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、
監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の
表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。 

 監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。 

利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。 

以  上 
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